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長島・大野・常松法律事務所

「頼りがいある法律事務所」　首位は長島・大野・常松－日経弁護士ランキング　企業法務税
務・弁護士調査

　日本経済新聞が国内の主要企業の法務担当者に「頼りがいがある法律
事務所」を聞いたところ、長島・大野・常松法律事務所が2022年に続
き首位となった。２位は森・浜田松本法律事務所。トップ３には弁護士
数が500人以上の大手事務所が並んだ。

【関連記事】
・23年日経弁護士ランキング　「M&A」など５分野で選出
・企業法務の弁護士ランキング、太田洋氏が２年連続首位

長島・大野・常松は初めて首位となった22年に続き、23年もトップ
を維持した。同事務所に投票した企業（74社）の評価をみると、「弁
護士の知識や実務経験が豊富」が40社で多かった。「対応が迅速」
（６社）との評価も目立った。

　23年は日本産業パートナーズ（ＪＩＰ）など国内連合が手掛けた東
芝の買収で、東芝に助言したほか、経営統合案件も複数手がけた。５月
に発表された日野自動車の三菱ふそうトラック・バスの経営統合で日野
側をサポートしたほか、長野銀行と八十二銀行の統合では長野銀側に助
言した。

　２位は森・浜田松本法律事務所だった。前年より１つ順位を上げた。
大型のＭ＆Ａ（合併・買収）案件や企業の不祥事対応を幅広く実施。企
業からは「弁護士の知識や実務経験が豊富」（31社）、「幅広い分野
に対応できる」（17社）などの項目で評価が高かった。

　同事務所は24年以降「同意なき買収やアクティビスト対応がさらに
増えていく可能性がある」とみる。ビジネスと人権を巡る分野の対応
需要もさらに高まると見込んでおり、「国内外の危機管理業務につな
がる事例が増え、今後さらに重要性が増すだろう」としている。

　３位はアンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業。ニデ
ック（旧日本電産）によるＴＡＫＩＳＡＷＡ（旧滝沢鉄工所）への同
意なき買収提案についてＴＡＫＩＳＡＷＡ側に助言した。同案件は経
済産業省が「企業買収における行動指針」をまとめた後、ニデックが
ＴＯＢ（株式公開買い付け）を成立させ大きな注目を集めた。

　ベネッセホールディングス（ＨＤ）と欧州の投資ファンドＥＱＴが
組んで実施したＭＢＯ（経営陣が参加する買収）ではベネッセＨＤ側をサポートした。

　日本弁護士連合会の「弁護士白書」によると上位４社まではいずれも所属弁護士数が500人を超える大手事務所だ。５位
の大江橋法律事務所も100人超の弁護士を擁する。一方で７位の柳田国際法律事務所や８位の野村綜合法律事務所など比較
的小規模の事務所もトップ10にランクインした。

　柳田国際は所属弁護士が約３０人。企業が選ぶ弁護士ランキング（企業法務全般）で４位だった柳田一宏弁護士が代表パ
ートナーを務め、Ｍ＆Ａや危機管理に強みを持つ。危機管理のランキングでも柳田氏と同事務所の川島佑介弁護士が７位に
入った。

　（松本史）
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